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栃 木 県 告 示 第 三 百 三 十 五 号

　 補 助 金 等 の 名 称 等 を 定 め る 告 示 （ 昭 和 四 十 七 年 栃 木 県 告 示 第 三 百 五 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平

成 二 十 六 年 度 分 の 補 助 金 等 か ら 適 用 す る 。

　　 平 成 二 十 六 年 七 月 十 一 日

栃 木 県 知 事　　 福　　 田　　 富　　 一　　

　 環 境 森 林 部 の 部 森 林 整 備 課 の 款 造 林 事 業 補 助 金 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

森 林 資 源 循

環 利 用 先 導

モ デ ル 事 業

費 補 助 金

皆 伐 を 通 じ た 森

林 資 源 の 循 環 利

用 を 促 進 す る こ

と に よ り 、 木 材

需 要 の 多 様 化 及

び 増 大 に 対 す る

木 材 の 安 定 的 な

供 給 体 制 を 構 築

し 、 も つ て 持 続

的 な 林 業 経 営 の

実 現 を 図 る 。

林 業 者 、 木 材 製 造 業 者 及 び 木 材 需 要

者 で 構 成 さ れ る グ ル ー プ （ 以 下 こ の

項 に お い て 「 循 環 型 林 業 グ ル ー プ 」

と い う 。 ） が 森 林 資 源 循 環 利 用 先 導

モ デ ル 事 業 実 施 要 領 （ 平 成 二 十 六 年

七 月 一 日 付 け 森 林 第 三 百 十 二 号 環 境

森 林 部 長 通 知 ） に 基 づ き 行 う 次 に 掲

げ る 事 業 に 要 す る 経 費

一　 全 量 出 材 型 皆 伐 （ 伐 採 に よ り 生

じ る 曲 部 材 そ の 他 の 未 利 用 材 を 含

む 全 て の 木 材 を 利 用 す る 目 的 で 行

う 皆 伐 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い

て 同 じ 。 ）

二　 全 量 出 材 型 皆 伐 に よ り 生 じ た 木

材 に 係 る 造 材 及 び 集 材

三　 前 号 の 集 材 に よ り 集 積 さ れ た 木

材 を 木 材 製 造 業 者 に 引 き 渡 す た め

に 行 う 当 該 木 材 の 運 搬

当 該 経 費 の 十 分 の

十 以 内 。 た だ し 、

皆 伐 面 積 一 ヘ ク

タ ー ル 当 た り 三 十

二 万 円 を 限 度 と す

る 。

循 環 型 林 業 グ

ル ー プ

（ 森 林 整 備 課 ）　
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栃木県告示第336号
　農林水産大臣から保安林の指定施業要件の変更予定通知を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第
33条の３において準用する同法第30条の規定により、次のとおり告示する。
　　平成26年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
Ⅰ
１　指定施業要件変更予定保安林の所在場所
　佐野市（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
⑴　立木の伐採の方法
ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　佐野市（次の図に示す部分に限る。）
イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画
で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種
　次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を栃木県庁及び佐野市役所に備え置い
て縦覧に供する。）
Ⅱ
１　指定施業要件変更予定保安林の所在場所
　鹿沼市（国有林。次の図に示す部分に限る。）、鹿沼市（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
⑴　立木の伐採の方法
ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画
で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種
　次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を栃木県庁及び鹿沼市役所に備え置い
て縦覧に供する。）
Ⅲ
１　指定施業要件変更予定保安林の所在場所
　鹿沼市（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　土砂の崩壊の防備
３　変更後の指定施業要件
⑴　立木の伐採の方法
ア　主伐は、択伐による。
イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画
で定める標準伐期齢以上のものとする。
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ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立木の伐採の限度
　次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を栃木県庁及び鹿沼市役所に備え置い
て縦覧に供する。）
Ⅳ
１　指定施業要件変更予定保安林の所在場所
　栃木市（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
⑴　立木の伐採の方法
ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　栃木市（次の図に示す部分に限る。）
イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画
で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種
　次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を栃木県庁及び栃木市役所に備え置い
て縦覧に供する。）
Ⅴ
１　指定施業要件変更予定保安林の所在場所
　芳賀郡益子町（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　水源の涵

かん

養
３　変更後の指定施業要件
⑴　立木の伐採の方法
ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　益子町（次の図に示す部分に限る。）
イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画
で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立木の伐採の限度
　次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を栃木県庁及び益子町役場に備え置い
て縦覧に供する。）

（森林整備課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第337号
　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項に規定する指定障害児通所支援事業者を指定し
たので、同法第21条の５の24の規定により次のとおり公示する。
　　平成26年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
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事業所番号
事 業 所 事 業 者

指 定 の
年 月 日

サ ー ビ ス
の 種 類名 称 所 在 地 名 称 主たる事務所

の 所 在 地

0950100107 グローバルキッ
ズメソッド

宇都宮市岩曽
町1377-47

ハッピーライフ
ケア株式会社

東京都台東区
東上野２-22-
１

平成26年
７月１日

放課後等デイ
サービス

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第338号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第54条第２項に規
定する指定自立支援医療機関を指定したので、同法第69条の規定により次のとおり公示する。
　　平成26年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　薬局

名 称 所 在 地 開 設 者 名 指 定 年 月 日 自立支援医療の種類

ウエルシア薬局西那
須野南郷屋店

那須塩原市新南163-12 ウエルシア関
東株式会社

平成26年７月１日 更生医療

カワチ薬局今市店 日光市瀬尾49-２ 株式会社カワ
チ薬品

平成26年７月１日 育成医療及び更生医療

２　指定訪問看護事業者等

名 称 所 在 地 開 設 者 名 指 定 年 月 日 自立支援医療の種類

ライフ訪問看護リハ
ビリステーション

足利市堀込町2656-７　
ASKビル３Ｆ

株式会社ライ
フ

平成26年７月１日 育成医療及び更生医療

（障害福祉課）　
　───────────────────────────────────────────────

公 告
　　　○土地改良区役員の退任
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、次のとおり土地改良区の役員について退
任の届出があったので、同条第17項の規定により公告する。
　　平成26年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

土 地
改 良 区 名 役職名 退 任 役 員

氏 名
就 任 役 員
氏 名 住 所 退 任

年 月 日
就 任
年 月 日

姿 川
土地改良区 理 事 加藤　一克 宇都宮市鶴田町317 26.５.18

（農地整備課）　
　───────────────────────────────────────────────

人 事 委 員 会

栃 木 県 人 事 委 員 会 規 則 第 十 七 号

　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

　　 平 成 二 十 六 年 七 月 十 一 日

栃 木 県 人 事 委 員 会 委 員 長　　 田　　 村　　 澄　　 夫　　
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６　氏名又は住所若しくは居所を変更したときは、受給資格者氏名（住所等）変更届（別記様式第４の２）に
それらを証する書類及びこの証を添えて、その後における最初の支給日に任命権者に提出すること。

　 別 記 様 式 第 四 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。

　 　 　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 栃 木 県 人 事 委 員 会 規 則 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。

　 第 十 四 条 第 十 項 中 「 第 八 項 」 を 「 第 十 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 十 二 項 と し 、 同 条 第 九 項 中 「 申 込 」 を 「 申

込 み 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 十 一 項 と し 、 同 条 中 第 八 項 を 第 十 項 と し 、 第 七 項 を 第 九 項 と し 、 同 条 第 六 項 中

「 第 三 項 」 を 「 第 五 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 八 項 と し 、 同 条 第 五 項 中 「 第 三 項 」 を 「 第 五 項 」 に 改 め 、 同 項

を 同 条 第 七 項 と し 、 同 条 中 第 四 項 を 第 六 項 と し 、 第 三 項 を 第 五 項 と し 、 第 二 項 の 次 に 次 の 二 項 を 加 え る 。

３　 受 給 資 格 者 は 、 受 給 資 格 証 の 交 付 を 受 け た 後 、 氏 名 又 は 住 所 若 し く は 居 所 を 変 更 し た 場 合 に あ つ て は 、 別

記 様 式 第 四 の 二 に よ る 受 給 資 格 者 氏 名 （ 住 所 等 ） 変 更 届 に 、 氏 名 又 は 住 所 若 し く は 居 所 の 変 更 の 事 実 を 証 明

す る こ と が で き る 書 類 及 び 受 給 資 格 証 を 添 え て 、 変 更 後 最 初 の 支 給 日 に 任 命 権 者 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。 た だ し 、 受 給 資 格 証 を 添 え て 提 出 す る こ と が で き な い こ と に つ い て 正 当 な 理 由 が あ る と き は 、 こ れ を 添

え な い こ と が で き る 。

４　 任 命 権 者 は 、 受 給 資 格 者 氏 名 （ 住 所 等 ） 変 更 届 の 提 出 を 受 け た と き （ 前 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 受 給 資 格

証 を 添 え な い で 提 出 を 受 け た と き を 除 く 。 ） は 、 受 給 資 格 証 に 必 要 な 改 定 を し 、 当 該 受 給 資 格 者 に 返 付 し な

け れ ば な ら な い 。

　 第 十 七 条 第 一 項 中 「 同 号 ロ に 該 当 す る 者 に 係 る 就 業 促 進 手 当 （ 」 の 下 に 「 雇 用 保 険 法 施 行 規 則 （ 昭 和 五 十 年

労 働 省 令 第 三 号 ） 第 八 十 三 条 の 四 に 規 定 す る 就 業 促 進 定 着 手 当 （ 以 下 「 就 業 促 進 定 着 手 当 」 と い う 。 ） を 除

く 。 」 を 加 え 、 「 同 項 第 二 号 」 を 「 就 業 促 進 定 着 手 当 に 相 当 す る 退 職 手 当 に あ つ て は 別 記 様 式 第 十 四 の 二 に よ

る 就 業 促 進 定 着 手 当 に 相 当 す る 退 職 手 当 支 給 申 請 書 に 、 同 項 第 二 号 」 に 、 「 別 記 様 式 第 十 四 の 二 」 を 「 別 記 様

式 第 十 四 の 三 」 に 改 め る 。

　 第 十 八 条 中 「 第 十 四 条 第 一 項 、 第 八 項 及 び 第 九 項 」 を 「 第 十 四 条 第 一 項 、 第 三 項 、 第 四 項 、 第 十 項 及 び 第 十

一 項 」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 四 （ 裏 面 ） 注 意 事 項 第 六 項 を 次 の よ う に 改 め る 。
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別記様式第４の２（第14条関係）（表面）

受給資格者氏名（住所等）変更届

受 給 資 格 証 番 号

新 氏 名

１ 氏 名

フリガナ

新

旧

２　住所又は居所
新

旧

３ 生 年 月 日  年 月 日 ４ 変 更 年 月 日  年 月 日

　職員の退職手当に関する規則第14条第３項の規定により上記のとおり届けます。

　　　　年　　月　　日

　（任命権者）
　　　　　　　　　　　様

 受給資格者氏名　　　　　　　　　　　　　印
 電　　　　　話（　　　　　　　　　　　　）

　　（裏面）注意事項
１　氏名のみを変更したときは、標題中「住所等」の文字を抹消すること。この場合には、２欄には記載し
ないこと。
２　住所又は居所のみを変更したときは、標題中「氏名」の文字を抹消すること。この場合には、１欄には
記載しないこと。
３　３欄及び４欄の下の「受給資格者氏名」欄については、記名押印又は署名のいずれかにより記載するこ
と。
４　この届出には、変更の事実を証明することができる官公署が発行した書類（例えば住民票）を添えるこ
と。
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「

」

を

「

」

に 改別 記 様 式 第 九 （ 表 面 ） 中

３障害者の
雇用の促
進等に関
する法律
第５条の
適応訓練

４高年齢者等の
雇用の安定等
に関する法律
第15条第１項
の計画に準拠
した同項第３
号に掲げる訓
練

３障害者の
雇用の促
進等に関
する法律
第13条の
適応訓練

４高年齢者等の
雇用の安定等
に関する法律
第23条第１項
の計画に準拠
した同項第３
号に掲げる訓
練

め る 。

　 別 記 様 式 第 十 注 意 事 項 第 四 項 中 ｢通所25回分」 を「通所21回分」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 十 二 中

「

」

を証 明 対 象 期 間 自　　　　年　　　月　　　日
至　　　　年　　　月　　　日

「

」

に 改 め る 。

証 明 対 象 期 間 自　　　　年　　　月　　　日
至　　　　年　　　月　　　日

訓 練 受 講 職 種 　

　 別 記 様 式 第 十 三 （ 表 面 ） 中

「

」

を

支給申

請期間

⑩同一の傷病により受けること
ができる給付 　⑴　⑵　⑶　⑷　⑸　⑹　⑺

⑪⑩の給付を受けることができ
る期間

　　　　年　　月　　日から　　　　年
　　月　　日まで　　日間

　　　　年　　月　　日から　　　　年
　　月　　日まで　　日間

⑫傷病手当に相当する退職手当
の支給を受けようとする期間

　　　　年　　月　　日から　　　　年
　　月　　日まで　　日間

「

に 改 め 、 同 様 式

支給申

請期間

⑩同一の傷病により受けること
ができる給付 　⑴　⑵　⑶　⑷　⑸　⑹　⑺

⑪⑩の給付を受けることができ
る期間

　　　　年　　月　　日から　　　　年
　　月　　日まで　　日間

　　　　年　　月　　日から　　　　年
　　月　　日まで　　日間

⑫傷病手当に相当する退職手当
の支給を受けようとする期間

　　　　年　　月　　日から　　　　年
　　月　　日まで　　日間

⑬内職若しくは
手伝いをした
日又は収入の
あつた日、そ
の額等

内職又は手伝いを
した日

月　　　日
月　　　日
月　　　日

収入のあつた日　　月　　日
収入額　　　円　　何日分の収入か　　日分
収入のあつた日　　月　　日
収入額　　　円　　何日分の収入か　　日分
収入のあつた日　　月　　日
収入額　　　円　　何日分の収入か　　日分

」
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（ 裏 面 ） 注 意 事 項 中 第 五 項 を 第 七 項 と し 、 第 四 項 の 次 に 次 の 二 項 を 加 え る 。

５　⑬欄には、⑧欄の期間中において、内職若しくは手伝いをした場合又は内職若しくは手伝いによる収入を
得た場合に記載すること。「内職若しくは手伝い」とは、雇用保険法第19条の「自己の労働によつて収入を
得た場合」のことをいい、どんな仕事であつてもそれによつて収入を得た場合、すなわち他人の仕事の手助
けをして収入を得た場合などであつて、「就職又は就労」とはいえない程度のものをいうものであること。
６　⑬欄の下の申請者氏名については、記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。

　 別 記 様 式 第 十 四 及 び 別 記 様 式 第 十 四 の 二 中

「

」

を

イ　定めなし
ロ　定めあり　　→　　　年　　月　　日まで（　　年　　箇月）

「

」

に 、

イ　定めなし
ロ　定めあり　　→　　　年　　月　　日まで（　　年　　箇月）

契約更新条項（イ　有　ロ　無）
１年を超えて雇用する見込み（イ　有　ロ　無）

「
　

」

を

⑩　③の雇入年月日又は事業開
始年月日前３年間における就
業についての再就職手当に相
当する退職手当、常用就職支
度金に相当する退職手当又は
常用就職支度手当に相当する
退職手当の受給の有無

イ　再就職手当に相当する退職手当、常用就職支度金に相当す
る退職手当又は常用就職支度手当に相当する退職手当を受給
したことがある。

ロ　再就職手当に相当する退職手当、常用就職支度金に相当す
る退職手当及び常用就職支度手当に相当する退職手当のいず
れも受給したことがない。

「
　

」
に 、

⑩　③の雇入年月日又は事業開
始年月日前３年間における就
業についての再就職手当に相
当する退職手当又は常用就職
支度手当に相当する退職手当
の受給の有無

イ　再就職手当に相当する退職手当又は常用就職支度手当に相
当する退職手当を受給したことがある。

ロ　再就職手当に相当する退職手当又は常用就職支度手当に相
当する退職手当を受給したことがない。

「具体的に記載すること」を「具体的に記載するとともに、契約更新条項の有無及び１年を超えて雇用する見
込みの有無について該当するものをそれぞれ○で囲むこと」 に 改 め る 。

　 別 記 様 式 第 十 四 の 二 を 別 記 様 式 第 十 四 の 三 と し 、 別 記 様 式 第 十 四 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。
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別記様式第14の２（第17条関係）（表面）

就業促進定着手当に相当する退職手当支給申請書

１　氏　　　名 ２　受給資格証番号

３　住　　　所 〒
（電話　　　　　　　　　　　　　）

事

業

主

の

証

明

４　就職先
　の事業所

名　称 事業所番号

所在地 〒
（電話　　　　　　　　　　　　　）

５　一週間の所定労働時間 時間　　分 ６　求人申込み時等に明示した賃金額
　（月額）

万　千円

７　雇用期間中の賃金支払状況

①　賃金支払対象期間
　
②　①の基礎
　日数

③　賃金額
④　備考

Ａ Ｂ 計

月　日～　月　日

月　日～　月　日

月　日～　月　日

月　日～　月　日

月　日～　月　日

月　日～　月　日

月　日～　月　日

就職年月日～　月　日

８　上記の記載事実に誤りがないことを証明する。
　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　事業主氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

（法人のときは、名称及び代表者氏名）　　　　

９　職員の退職手当に関する規則第17条の規定により、上記のとおり就業促進定着手当に相当する退職手
当の支給を申請します。
　　　年　　月　　日
　　（任命権者）　　　　　　　様　　　　　　申請者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

備 考
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　（裏面）注意事項
１　この申請書は、再就職手当の受給に係る就職日から起算して６箇月に至つた日の翌日から起算して２箇
月以内に任命権者に提出すること。なお、期間経過後に提出した場合は、特別の事情があると認められな
い限り受理されない。
２　この申請書には、受給資格者証を添えること。
３　申請者にあつては１欄から３欄まで及び９欄を、当該申請者を雇用した事業主にあつては４欄から８欄
までをそれぞれ記載すること。
４　申請書の記載について
⑴　申請者の記載事項
　９欄の申請者氏名については、記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。
⑵　事業主の記載事項
ア　５欄は、再就職手当の受給に係る就職日から６箇月に至つた時点における１週間の所定労働時間を
記載すること。
イ　６欄は、事業主が求人の申込み、募集等を行う際、申請者に対して明示した賃金額（月額）を記載
すること。
ウ　７欄は、再就職手当の受給に係る就職日から最初に到達する賃金締切日（賃金締切日が１歴月中に
２回以上ある者については各歴月の末日に最も近い賃金締切日を、日々賃金が支払われる者等定めら
れた賃金締切日のない者については歴月の末日をいう。以下同じ。）まで及び各賃金締切日の翌日か
ら次の賃金締切日までの記載事項の証明を行うこと。
エ　８欄において、４欄から７欄までの記載事項の証明を行うこと。

　　　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　───────────────────────────────────────────────

調 達 等 公 告
　　　○入札公告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　平成26年７月11日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　借入件名及び数量
　電子入札システム専用端末関連機器　一式
⑵　借入物品の特質等　入札説明書による。
⑶　借入期間　平成26年11月１日から平成31年10月31日まで
　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約として実
施する。そのため、契約に当たっては、県の各年度予算において当該契約に係る経費が減額又は削除され
たときに契約を変更又は解除できる旨の特約を付す。
⑷　借入場所　栃木県本庁舎及び県の出先機関等
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、リースの入札参加資格を有するもの
と決定された者であること。
⑶　平成26年８月７日において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会
計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　国又は地方公共団体に、電子入札システム専用端末関連機器の納入実績又はリース実績のある者である
こと。

３　入札の手続等
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発 行 人　　栃　　　木　　　県 〒320-8501 宇都宮市塙田１丁目１番20号　販売価格１か月2,980円
印 刷 所　　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷 〒321-0904 宇都宮市陽東５丁目９番21号　（消費税、地方消費税及び送料を含む。）

⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号（県庁本館13階南側）
栃木県県土整備部技術管理課企画情報担当
電話：028-623-2405　Fax：028-623-2422

⑵　入札及び開札の日時及び場所
　平成26年８月７日午後２時栃木県庁東館３階入札室２
⑶　その他
　入札説明書は、平成26年７月11日から同月30日までの日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９
時から午後５時まで⑴の場所において交付する。

４　その他
⑴　入札保証金　免除
⑵　入札の無効　２の入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書及び栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに
掲げる入札に係る入札書は、無効とする。
⑶　落札者の決定方法　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最
低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
⑷　その他
ア　最低制限価格の有無　無
イ　詳細は、入札説明書による。

（技術管理課）　
　───────────────────────────────────────────────


